
第6章  台湾

台湾は東アジア諸国の中でも、目覚ましい発展を持続した地域である。ここ20年間で、台湾の実質GDPの成長率は1982年、85年、98年の3年間のみ5％を下回ったものの、マイナス成長を経験したことはない（表6.1）。1998年の実質GDPの成長率は、当初予想された5.3％よりも低く、4.7％であった。しかし、人口成長率が比較的低く、減少傾向にあることから、一人あたり実質GDPは、1980～98年の間に2.8倍にもなっている。ここ20年間に生活水準が著しく改善されたことは、比較的高い出生時平均余命と就学率が上昇傾向にあることと、低い乳児死亡者数と非識字率が下落傾向にあることから、明らかである。残念なことに、国際比較に最適な尺度である国際ドルによる、最近の台湾のGDPや一人あたりGDPの統計は入手できない。しかし、1990年までに、台湾はこの報告書で取り上げている11ヵ国の中で、日本、香港、シンガポールに次いで4番目に豊かであり、6番目に経済規模が大きい（表1.1）。為替レートが大きく変動するため米ドルでの比較は信頼性に欠けるが、1998年では台湾は4番目に豊かで、4番目に経済規模が大きかったことがわかる。

台湾経済におけるアジア金融危機の影響は、1997年では他の地域と比べて少なかった。しかし、1998年にはその影響は深刻なものとなった。日本を含むアジアの市場での需要低迷を反映して、輸出が急激に減少したこともあり、1998年の経済成長は落ち込んだ。1999年には危機状態にあった多くの東アジア諸国が回復し始めたことに伴い、台湾経済も回復することが期待されていた。しかし、1999年9月21日に大規模な地震（公式の情報源によると震度7.3）が台湾を襲った。この「9.21」地震とその余震により、推定2,400人が亡くなり、少なくとも7,600人が負傷した。8万世帯以上の住居を含む、推定5万1,000棟の建物が損害を受けたか崩壊した。地震による台湾経済の損失は、140億米ドルほどと推定され、それはGDPの約5％に値する（Free China Review、1999年12月、11頁）。このうち、震央の台中県と南投県における農業の被害は、7,400万米ドルと推定される（Free China Review、1999年12月、5頁）。地震は、一部の地域で2週間にも及ぶ停電ももたらした。停電のため、製造部門では生産と輸出がいくらか減少した。しかし、地震の大きさにもかかわらず、停電による経済の損失は初めに恐れられたほどひどくなかった。理由の一つに、新竹科学工業団地（震央の近くにある集積回路とコンピュータの主要生産拠点）がたった4日で完全に復旧できたことがあげられる。それにもかかわらず、1999年の第3四半期の損失によって、年間実質GDPの成長率を0.2％から0.5％押し下げる可能性が高い。表6.1では、1999年の成長率を5.5％と推定しており、表1.2での平均予測値をわずかに上回るが、地震前の予測の5.7～6.0％を下回る（例えば、表1.2でのNRIの予測値を参照）。しかし、台湾の経済成長率は、2000年以降に幾分回復するだろう。

2000年の実質GDP成長率の予測は、5.1～6.8％の範囲にあり、平均で6.0％である（表1.2）。台湾のエコノミストによる予測も、平均値で6.0％を少し超える程で、大した違いはない。6％あるいはそれ以上の高成長という予測は、輸出のより強い成長と、民間部門と政府の強固な投資に基づいている。政府投資は、公共企業への投資を通してではなく、むしろ、インフラ投資と地震関連の復興事業を通して回復するだろう。例えば、The Taiwan Institute of Economic Research（1999）によると、固定資本形成の強い増加（8.67％）を理由に、2000年の実質成長率を6.02％と予測している。固定資本形成の増加は、減少している公共企業への投資（-5％）を埋め合わせる、政府投資と民間投資の大きな増加（それぞれ17％以上と約9％）の結果である。The Center for Economic Forecasting of the Chung-Hua Institute for Economic Research（1999）もまた、政府と民間両部門が貢献する強い固定投資需要の成長（8.85％）を理由に、6.05％の経済成長を予測している。個人消費は2000年におよそ6％成長することが期待される。輸出と輸入は、1998年の貿易量の減少による低迷から、力強い回復を続けるだろう。高い投資需要による、輸出よりわずかに高い率での輸入の拡大によって、2000年にはGDPに対する経常黒字の割合が1999年に比べてわずかに減少するだろう。投資と個人消費支出の継続的な増加は、通貨と信用の需要を拡大して、一般物価水準をわずかに押し上げる可能性が高い。一方、ニュー台湾ドル（NTドル）が今後も増価を続ければ、2000年の輸入価格と卸売物価は安定を保つだろう。もし台湾が世界貿易機関（WTO）に加盟して、それ相応に貿易障害を削減するなら、輸入価格はさらに下落するかもしれない。このことは、これから数年間においてインフレーションを抑えるのに役立つだろう。

台湾のWTO加盟に向けた動きは、1999年に活発になった。台湾は、加盟承認のためのすべての2国間交渉と調査委員会による調査を首尾よく完了し、WTO加盟のための準備が整った。台湾はWTO加盟のために必要な行動もとり始めた。それには農業における関税の縮小、輸送と遠距離通信サービスでの民営化と市場開放などの改革がある。2000年には、中国が2国間交渉と委員会調査を終えることができるだろう。1999年の米国との交渉の完了で、中国は加盟承認に向かって大きく前進した。中国と台湾両方ともが、近い将来WTOに加盟できることを期待する。

しかし、台湾のWTO加盟と経済の見通しは、3月に予定される総統選挙によって影響がでるかもしれない。現職の副大統領は2人の対抗馬と争っているが、今のところ接戦になることが予想されている。これは中国との関係をこじらせる恐れがある。台中関係は、台湾のWTO加盟時期や台湾経済に大きな影響を持っているので、非常に重要な問題である。しかし、台湾の選挙民は中国に対して強い姿勢で臨むよう求めており、北京政府に譲歩する政策を行うであろう候補を選出する可能性はあまりないだろう。両国間の対立が深まっていることを示す例として、台湾と中国の関係は、国対国という考えで行われるべきであると1999年に現総統李登輝が述べたことがあげられる。もし次期の総統がこの見解に固執し、中国政府によりいっそう攻撃的な姿勢をとるなら、台湾は深刻な影響を受けるだろう。前回の総統選の年（1996年）に、台湾と中国に挟まれた海峡で、深刻な緊張があったことを思い出すべきである。

2000年の台湾経済に不安定さを生み出す他の要因として、利子率と政府予算の動向があげられる。より高い消費支出と結び付けられる投資需要の急激な増加は、信用需要の増加をもたらす可能性が高い。したがって、利子率が、1999年の低いレベルからある程度上昇するかもしれない。例えば、公定歩合は、1999年の第4四半期の4.9％から、2000年の第4四半期には5.75％まで上昇すると予測されている（Taiwan Institute of Economic Research, 1999）。財政面では、政府予算は2000年3月の選挙のための準備段階であった1999年にいっそう拡大することが予想されている。大地震関連の支出の必要性は、この予算拡張傾向を強めるはずである。しかし、政府は今まで膨れ上がる政府支出を増税によって賄おうとはしなかった。したがって、政府支出の増加は赤字財政につながるだろう。そのため、赤字を補うために新しい債券を発行する時、これまでに決めた発行高限度額を越えることができるように、新しい特別な法律が必要になるだろう。つまり、新しく選出される総統は、台湾の財政が健全であるという評判を回復する仕事に取り組まなければならない。もし、防衛支出が近年低下しているので、雲行き怪しい台中間の海峡での緊張が増すなら、問題はより困難なものになるかもしれない。中華電訊（国有の通信独占企業）や中国石油や台湾電力のような国有企業の株を売ることは現在の財政収入の不足分を埋め合わせるのに有効だろう。通信に関する法律は10月に省議会によって改正され、遠距離通信会社の外国の所有権をこれまでの20％の制限から最高60％まで許すことになる。この新しい法律は、遠距離通信サービスの自由化に向かってのステップであって、WTO加盟に向かっての一歩でもある。

  過去20年にわたって労働力人口の増加率は緩やかであり、ほぼ完全雇用の状態にあった。金融危機の影響から失業率はわずかに上昇したが、その水準は3％以下にとどまった（表6.1）。実際に台湾の労働市場は非常にタイトであり、主にフィリピンやタイからの外国人労働者が多数雇用されている。これら外国人労働者は台湾の労働者が敬遠する職についている。雇用構造は過去20年間に劇的に変化した。全就業者数および名目GDPに占める農業部門のシェアは徐々に低下し、1998年時点でそれぞれ9％と3％である。製造業部門が全就業者数および名目GDPに占めるシェアはそれぞれ1987年（35％）と86年（39％）にピークに達した後、98年には28％と27％に低下した。名目GDPに占める商業、金融業、行政サービス、運輸・通信業部門のシェア上昇からわかるように、台湾はサービス部門をベースとした経済へと変化してきている。

  経済発展の過程で、台湾は家計部門の貯蓄水準を非常に高く維持してきた。他のアジア諸国とは異なり、総固定資本形成のほとんどすべてを自国の貯蓄によって賄うことができたのである。さらに総固定資本形成と民間総固定資本形成のGDPに占めるシェアは、特に金融危機に見舞われた他の諸国と比べて小さく、1990年代を通じて安定していた（表6.1）。総固定資本形成の水準の低さは長年にわたって実際に懸念されてきたことである。しかし、民間総固定資本形成が安定していたことによって、他のアジア諸国を襲ったブームとその崩壊というサイクルを避け、非効率的な投資が積み上がるのを避けることができた。民間最終消費支出は1990年代に徐々に増加し、1998年にはGDPの62％を占めるまでに達した。一方、政府最終消費支出のシェアは1990～92年の17％から1996～98年には約14％に低下した。その結果、政府は1998年に若干の財政収支黒字を達成した。貿易の占めるシェアは一貫して高く、輸出のシェアはわずかに減少する傾向がみられるが、輸入のシェアは近年幾分上昇している。

  台湾の物価は、GDPデフレータの変化率が二桁に達した第二次石油危機（1980～81年）以降、非常に安定している（表6.1）。1999年には通貨危機の影響から、このインフレに関する指標が1％を下回る水準にまで低下した（表1.1、表6.1）。台湾の物価安定は1983～92年のNTドルの緩やかな増価をもたらした主要因である。1992年からアジア金融危機が起きた1997年の半ばまでNTドルは比較的安定していた。NTドルは1997年と98年初めに大幅に減価し、対米ドル・レートは1997年末には32.64、そして98年8月末には34.84にまで減価した（Republic of China, Central Bank of China, 1999b）。その後、NTドルの対米ドル・レートは1998年末に約32.2で安定し、99年には約31.8へとわずかに増価した。物価と為替レート安定の理由の一つは、近年のマネーサプライの対GDP比および金利の安定からわかるように、台湾の中央銀行がかなり保守的な金融政策を常に採用していたことによる。1998年に急落した株価は99年初めも下落し続けたが（Yahoo, 2000）、その後力強い回復をみせ、99年末には97年に記録した最高値を更新した。この株価上昇をもたらした要因として、政府が機関投資家に行った株価維持のための財政支出プログラムが関わっていると考えられる。しかし、この政策が株価に対して長期にわたって影響を与えることはないであろうし、台湾の金融市場改革の方向性に何らかの混乱を招く可能性もある。

  金融危機を経験した他のアジア諸国とは対照的に、1980年代終わりから対GDP比で急速に低下してはいるものの、台湾は一貫して経常収支の黒字を維持してきた。1998年の経常収支黒字の総額は1981年の石油危機以降最低の水準であり、同黒字を対GDP比でみても最低である（表6.2）。表6.2で仮定されているように、1999年の第1～第3四半期における経常収支の各項目の成長率が同年の第4四半期にも維持されるとすれば、99年の経常収支黒字はおよそ二倍になるであろう。経常収支黒字の主要因は財貨の輸出入である。長期にわたるサービス収支の赤字にもかかわらず、台湾は近年多額の所得収支黒字を計上しており、それは海外資産に対する多額の純債権国としての地位を反映している。投資収支においては、すべての項目で多額の流出と流入を記録している。しかし注目すべき重要な点は、外貨準備高が常に対内証券投資累計額を数倍上回っている点である。この指標は、対内証券投資の海外への多額の引き上げが起こっても、台湾は比較的容易に対処できることを示している。経常収支黒字に対応して、台湾の対外債務残高の対GDP比は非常に低い水準であり、1997年時点でわずか11％にすぎず、対外債務残高は外貨準備高をも大きく下回っている。

1999年の輸出と輸入（米ドル建て）は98年のマイナス成長から回復した。しかし、1999年の第1～第3四半期におけるそれぞれの成長率（輸出6.2％、輸入1.4％）が同年の第4四半期にも維持されると仮定すると、1999年の輸出および輸入額は97年の水準を依然下回るであろう（表6.2）。しかし、これら推計値は実際の数値を過小評価しているかもしれない。なぜなら輸出の伸びは、欧州、日本、米国からの休暇注文（クリスマス・正月等の休暇に伴う注文）の増加によって、通常第4四半期に加速するからである。1999年の第4四半期の休暇注文による輸出はとりわけ大きかったという指摘もある（The Free China Journal、1999年11月26日）。台湾の輸出構造は同国の製品輸出、特に機械製品輸出における比較優位を反映している。機械製品の輸出総額に占めるシェアは上昇を続け、1998年には54％を超える水準に達した。機械製品の項目では、通信・その他電気機器と事務・電算機器の輸出が際立って大きい。その他製品輸出も以前は大きなシェアを占めていた。繊維・衣服・履き物等はとりわけ大きな輸出品目であり、1980年代初めは全輸出の4分の1を占めていた。しかし、そのシェアと他の労働集約的製品輸出のシェアは、賃金水準が上昇し、台湾が労働集約的製品からより資本・技術集約的製品へと特化していくにつれて、徐々に低下していった。化学製品の輸出も増加したが、そのシェアは相対的に小さく、農産物やその他一次産品輸出のシェアは現在では非常に小さい。輸入もまた機械製品、特に通信・その他電気機器に集中している。一次産品（農産物、原材料、鉱物性燃料）の輸入は台湾の貿易にとってかなり重要であり、過去数年の水準からわずかに低下してはいるが、1998年時点で輸入総額の15％を占めている。

  過去20年間、米国が台湾の主要な輸出市場であった。米国のシェアは1990年代に著しく低下したが、1998年時点でも依然として輸出総額の4分の1を占めている（表6.3）。香港のシェアも急激に上昇し、輸出総額の5分の1を占めるまでに達した。ただし、その輸出の大部分はおそらく中国向けである。米国と中国経済の相対的に力強い成長が台湾の輸出が持続してきた主要因である。欧州と日本もまた主要な輸出市場である。東南アジア数ヵ国に対する輸出シェアも上昇しており、それらを一つの地域にまとめると重要な輸出市場とみなすことができる。台湾の輸入で最大のシェアを占めるのは日本からの輸入であり、次いで米国、欧州からの輸入が大きい。1998年の総輸入のほぼ63％がこれら工業国からの輸入であり、輸入相手国は輸出相手国ほど多岐にわたっていない。近年、日本と米国の輸入に占めるシェアが幾分低下しているが、一方、欧州のシェアは上昇している。他のアジア諸国の中では、韓国と中国が近年比較的重要な輸入相手国である。

  台湾の生活水準の高さと持続的な経常収支黒字を反映して、同国への純公的資金流入額は非常に少ない。むしろ1980～97年の累計でみると9億8,400万米ドルの純流出となっている。海外銀行借入残高も比較的少なく、1997年以降幾分減少している。欧州銀行からの借入が最大のシェアを占めており、他のアジア諸国と同様、日本のシェアは劇的に減少している。他のアジア諸国と比べて、1996年までは米国のシェアは大きいが、その後著しくシェアが低下している。

  政治、安全保障の面で台湾と日本は多くの問題を抱えているが、両国間の経済関係でも時々摩擦が生じている。両国間の経済関係（表6.4参照）は台湾の世界全体に対する経済関係とほぼ逆になっている。最近になって緩和されてはきたが、台湾は日本の主要な輸出品目に対して輸入管理を課していた。それにもかかわらず台湾は日本に対して巨額の貿易赤字を計上している。対照的に、台湾は日本人に人気のある海外旅行先であるため、サービス収支で黒字を計上している。また、日本から多額の直接投資が台湾に流入している。1995年と97年に、日本から台湾へのその他投資、主に貸付・借入と貿易信用を通じた多額の資金流入がみられるが、それ以外の年では大きな資金流入はみられない。日本の居住者の台湾に対する証券投資は非常に少ないが、逆に台湾の居住者の日本に対する投資はずっと大きく、1995年と98年には台湾から日本へ、そして97年と98年には日本から台湾へ多額の資金が移されている。台湾の対日貿易の商品別内訳をみると、台湾は機械製品、その他製品、化学製品を日本からネットで輸入となっているが、農産物と原材料はネットで輸出となっている。これは台湾の対世界貿易とほぼ逆の関係になっているが、各機械産業における両国間の比較優位を前提すると予想される結果である。
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